















































































































































17 日法律第 147 号）と「原子力損害賠
償補償契約に関する法律」（昭和 36 年６











































































































































































































































































































































陸電力の 2010 年度売上の 5000 億円弱と比べる
なら、結論は明確であろう 19。「ジュリスト」





















12　毎日新聞、2012 年 11 月４日。
13　毎日新聞、2012 年６月 25 日。13 版。
14　槌田敦、「資源物理学入門」、NHK 出版、1982
年、82 ページ etc。




2012 年３月 13 日　ボーン・上田賞：毎日新聞・会
川晴之記者に盲点「核のゴミ」を問う
2011 年３月 12 日　ボーン・上田賞：本社・会川記
者らが受賞　核処分場の特報
12 月 14 日　どうする人類、核のゴミ：５止「夢の
エネルギー」プルトニウム
12 月 13 日　どうする人類、核のゴミ：４モンゴル
に核処分場計画
12 月 11 日　どうする人類、核のゴミ：３豪で処分、
02 年実現寸前










18　 読 売 新 聞、2011 年 11 月 30 日（水）。「2020 年
までに 60 基新設」「仏・米が技術者養成協力」。
日本経済新聞、2012 年１月 15 日（日）。更に高
速増殖開発に協力するとの事。






ている（読売新聞、2012 年 11 月 24 日（土））。「一
番の問題は、いまだに誰も責任をとっていないこ
と。首相、東電社長が代わるレベルではなく、も
っと根源的な責任の負い方があるはずです。
アジア・太平洋戦争の敗戦処理では、日本人に
よる日本人に対する戦争責任の追及はついになさ
れなかった。それと同じことが今また繰り返され
ている。」太平洋戦争の敗戦処理については会田雄
次も同趣旨のことを述べていた。
